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「道徳教育」の「全体計画」作成にあたって　（談話）

長野高教組教文部長　有賀剛志

3月に告示された新「高等学校学習指導要領」でその作成が義務づけられた「道徳教育」の「全体計画」について、県教育委員会教学指導課は先の校長会で来年2月までに各校でこれを作成し県教委に提出するよう各校長に求めました。このことについての見解を教文部長談話として発表します。

【「道徳教育」導入のねらいと私たちの立場】

新学習指導要領は「道徳教育」を「人間としてのあり方生き方に関する教育」と規定し、その「目標」を「教育基本法と学校教育法の根本精神に基づき、（中略）わが国と郷土を愛する（中略）日本人を育成するため、その基盤としての道徳性を養うこと」としています。「道徳教育」の名のもとで、国家的価値観の押し付けと国家体制に都合の良い「規範意識」の刷り込みによる国民統制をねらっているのです。

私たちはこうした「道徳教育」導入のねらいを正確につかみながら、政治や社会・文化そのものの退廃の中で、子どもたちの健全な育ちを求める国民的要求も念頭におきつつ、本来あるべき、自立した主権者としての人格を完成させる教育、主権者としての市民の道徳の育成をめざさなければなりません。

【「全体計画」はこれまでの民主教育の実践をまとめる方向で】

他県で先行的に実施されている「道徳教育」とそこで作られている「全体計画」は、学校教育目標の次に「道徳教育」の目標を置き、その下で各教科や特別活動などあらゆる教育活動が展開されるかのような「計画」となっています。「数学における道徳教育」「体育における道徳教育」など無理やりにすべての教育活動に道徳教育を入れ込もうとした無理のある「計画」と言わざるを得ません。

また、ゼロトレランスなどといったいわゆる管理主義教育や「規範意識教育」と連動した「道徳教育」の計画も見受けられます。

長野県ではこうした「道徳教育」を斥け、これまで各校で行われてきた民主教育の実践をまとめる方向での「計画」を作成することが肝要です。

民主的市民道徳は集団の中で形成されていくものです。自主性や民主的人格を育むクラス、学年、生徒会、クラブなどの自主活動の実践や教科や特別活動で行われる人権学習や平和学習の実践などは本来あるべき「道徳教育」の実践として十分通用するものです。こうした実践を整理して職員全体で確認し合うための「全体計画」の作成が求められています。

【教育課程の編成権は各校にある。県教委として計画の詳しい中身や実施状況の点検はしない。】

県教委教学指導課は各校が作成した「全体計画」を2月までに提出するよう求めていますが、あくまでも「教育課程の編成権は各校にある」ことを前提に、提出された「計画」を中身に立ち入って指導したりすることはないことを高教組との交渉で明言しています。また、計画を実施したか点検することもしないとしています。

県教委の評価を気にして、これまでになかった「立派」な「道徳教育」の計画を新たにつくりあげる必要は全くありません。また、この「全体計画」をいわゆるPDCAサイクルに乗せ、自らの教育活動の柔軟な展開を縛ることのないようにすることも必要です。

【憲法・47年教育基本法の理念に立った教育実践の構築を】

「道徳教育」の「全体計画」がこれまでの民主教育の実践をまとめる方向で作成されるとともに、その計画にとどまらず、憲法・47年教育基本法の理念に立った新たな教育実践が県下のすべての高校で展開されることを期待するものです。

また、教文会議が作成した新「高等学校学習指導要領」第2次討議資料などを活用した職場討議が進められ、すべての高校生に確かな学びを保障する各校自前の教育課程づくり・学校づくりが旺盛に行われることを願ってやみません。

